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④評価と審議の実施【評価部会】
・評価要領に基づき適否を評価
・記述内容の適否を確認
・認定証発行可否の審議
・不適合通知書発行可否の審議

※２回／年

中部地方整備局

⑨不適合通知に関する問合せ

①申込書類の作成【申込会社】
・「評価要領」に基づく書類の作成
・疑義は「受付相談窓口」に問い合わせ

③受付【受付相談窓口】
・申込書類の受付け
・書類の記入漏等の確認

⑦認定証発行
・認定証の発行（有効期間：３年間）
・認定会社の公表（ホームページ上）

⑤疑義がある場合
・疑義の箇所の内容を明示した申し送り書送付
・疑義等により必要と判断した場合のみ面接を実施

⑥訂正再提出【申込会社】
・訂正再提出

⑧不適合通知書発行

⑩問合せに対する回答

②申込【申込会社】
・「評価要領」に基づく書類を整え申込

※２回／年

※発行日の翌日から８日以内

※問合せ日の翌日から１４日以内

相談 ・ 回答

申込書類に虚偽記載等があった場合

：中部地方整備局

：申込会社

認定状況

198社提出

148社送付

146社送付

2社取下げ

該当なし

196社認定

１.令和２年度の認定状況

1

申請者数 認定社数

前期 136社 134社

後期 62社 62社

合計 198社 196社



１.令和２年度の認定状況 ［県別の認定社の状況］
中部地方整備局

【凡例】

：認定社の本店所在地
2

：地域境界線

県別の認定社状況

：県境界線

県別の認定社数（本店所在
地）

県別 認定社

長野 木曽 0社

上伊那 4社

下伊那 8社

北部・中部 1社

岐阜 岐阜・西濃 23社

中濃 6社

東濃 3社

飛騨 4社

静岡 西部 11社

中部 15社

東部 7社

伊豆 4社

愛知 尾張 56社

知多 1社

西三河 8社

東三河 4社

三重 北部 13社

伊賀 1社

中部 11社

伊勢志摩 4社

東紀州 10社

中部
地整
管外

東京都 2社

合計 196社



確認項目 No. 必要書類
適合率

前期 後期 通期
計画の
策定

計画の策定
（ガイドラインｐ8～ 参照）

1
計画策定の意義・目的、検討体制の資料及び責任者による承認等がわかる資料

92% 87％ 91%

(1)重要
業務の
選定と
目標時
間の把
握

１．受ける被害の想定
（ガイドラインｐ10～ 3-2(1) 参照）

2

自社の地域で懸念される災害（例：南海トラフ巨大地震等）を整理した資料（想定され
る災害の一覧表及び内閣府や自治体等が公表している最新の被害想定資料（震度
分布図、風水害・土砂災害等のハザードマップ等）に拠点・代替拠点位置をプロットし
たもの）

95% 98％ 96%

3 自社所有の建物の耐震性に関する状況把握資料 99%100％ 99%

２．重要業務の選定
（ガイドラインｐ12～ 3-2(2) 参照）

4
重要業務の選定表

99%100％ 99%

３．目標時間の把握
（ガイドラインｐ14～ 3-2(3) 参照）

5
重要業務の目標時間の検討表（就業時間内／就業時間外（夜間・休日））（目標時間
を設定した根拠資料を添付すること） 94%100％ 96%

6 対応拠点、代替対応拠点に参集する人員と時間が整理されている資料 98% 98％ 98%

7
災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料（就業時間内と就業時間外
（夜間・休日）のそれぞれの手順） 88% 57％ 80%

(2)災害
時の対
応体制

４．社員及び家族の安否確認方法
（ガイドラインｐ19～ 3-3(1)，3-3(2)参照）

8
安否確認方法がわかる資料（携行カードを作成・配布している場合はその写しを添
付） 93% 93％ 93%

9
社内連絡体制がわかる資料
（社内の連絡体制表） 94% 93％ 94%

10 顧客、来客、社員の避難・誘導方法がわかる資料 98%100％ 98%
５．二次災害の防止
（ガイドラインｐ23～ 3-3(3)参照）

11
二次災害防止の実施計画書

97%100％ 98%

６．災害対応体制
（ガイドラインｐ24～ 3-3(4)，3-3(5)参照）

12
指揮命令系統図 （指揮命令系統図、それぞれの代理者及び代理順位がわかる資
料）

97%100％ 98%

(3)対応
拠点の
確保

７．対応拠点、代替対応拠点の確保（ガイドライン
ｐ27～3-4(1)，3-4(2)参照）

13 対応拠点と代替対応拠点の概要がわかる資料 90% 83％ 88%

14 設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策状況一覧がわかる資料 94% 98％ 95%

15 重要なデータ・文書のバックアップの現状がわかる資料 98%100％ 98%
(4)情報
発信・情
報共有

８．発災直後に連絡すべき相手先リスト（ガイドラ
インｐ36～3-5(1)，ｐ39～3-5(2)） 16

連絡すべき相手先リスト
（災害・事故発生直後に連絡すべき関係行政機関（国、県、市区町村）リスト） 80% 80％ 80%

17 施工中現場の一覧 85% 72％ 81%
(5)人員
と資機
材の調
達

９．自社で確保している人員、資機材等
（ガイドラインｐ40～3-6(1)）

18 自社で確保している人員、資機材等がわかる資料 100%100％ 100%

19 備蓄食料のリスト 97%100％ 98%

20 災害時の救出用機材等の備蓄のリスト 99% 93％ 97%
１０．災害時の人員と資機材の調達先リスト
（ガイドラインｐ41～3-6(2)）

21 通常の調達先リスト 75% 76％ 75%

22 代替調達先リスト 70% 67％ 69%
(6)訓練
と改善
の実施

１１．訓練計画及び実施
（ガイドラインｐ44～3-7(1)、ｐ46～3-7(3)）

23 訓練実施計画 100%100％ 100%

24
【継続申請時は必須】
訓練の実施記録

１２．事業継続計画の改善計画及び平時の点検
計画及び実施
（ガイドラインｐ45～3-7(2)、ｐ46～3-7(3)）

25 定期的点検・定期的改善の実施計画 98%100％ 98%

26
【継続申請時は必須】
事業継続計画の改善の実施記録

27
【継続申請時は必須】
定期的な点検の実施記録

１３．事業継続計画の現状の課題と今後の対応
（ガイドラインｐ47～ 3-7(4)） 28

事業継続の課題・対応方法等の一覧
74% 85％ 76%

２.ガイドラインの改訂方針（案）
中部地方整備局

右表に示す適合率の低い項目を中
心に、下記のいずれかの方法によ
りガイドラインを改訂

【凡例】赤枠：通期で90％未満、黄色：90％未満、灰色：今年度評価対象外項目

■審査項目ごとの適合率、想定する災害リスク

①文字の強調（字体、下線）

②説明文の追記

③記載例の追加

④補足情報の追加

具体の改訂内容は、次頁以降に示す。

3

審査項目ごとの
適合率

・申請者の想定する災害リスクのう
ち、南海トラフ地震臨時情報等が
考慮されていない。

想定する
災害リスク

申請者の想定している災害リスク（記載例の一部）

地震

南海トラフ巨大地震
東海・東南海・南海地震
猿投高浜断層帯地震
駿河トラフ地震
相模トラフ地震
伊那谷断層地震
養老-桑名-四日市断層帯地震
跡津川断層地震
高山・大原断層帯地震

【改訂方針】



３.ガイドラインの改訂（案）[No.7]
中部地方整備局

申請者の
主な不適合の
内容と記載例

No.7：災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料

ガイドライン改訂案• 「重要業務の目標時間の検討表（No.5）」で定める重要
業務の目標時間が不整合である。

• 就業時間内または就業時間外のいずれか一方のみを作
成している。

対応手順と目標時間（就業時間外のみ） 重要業務の目標時間

施工中現場の被害状況の確認・二次災害防止：12時間以内

施工中現場の被害状況の確認・
二次災害防止：11時間

重要業務の目標時間と
対応手順の時間が不整合

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

申請者が記載すべき内容が文章で示さ
れており、また、強調されていないためわ
かりにくい。

【ガイドラインP.16～ P.18 】

①文字の強調、②説明文の追記

以上のように目標時間を定めたら、それを達成するため、災害等の発
生時における対応の全体手順を考えます。これには、安否確認をはじ
めとして、後述の記載事項も多く盛り込むことになりますが、この段
階で様式を示します。ここでは就業時間外の場合を示しますが、就業
時間内の場合も同様に作成します。その際、社員や来客の安全確保が
まず大切で、次いで、社員の家族の安否の確認、さらに、都市部では
帰宅困難の対応がポイントになりますので、これらの特徴に留意して
ください。また、重要業務の目標時間と整合するように手順を検討し
てください。

①文字
の強調

①文字の強調、②説明文の追記

説明：就業時間内、就業時間外（夜間・休日）それぞれについて作成してください。

①文字の強調

説明が強調されておらず、見落とされて
いる。

4



移動手段のみ記載されており、距離、
移動時間が未記載である。

３.ガイドラインの改訂（案）[No.13]
中部地方整備局

申請者の
主な不適合の
内容と記載例

No.13：対応拠点と代替対応拠点の概要がわかる資料

ガイドライン改訂案
• 代替対応（連絡）拠点までの距離、移動時間、移動手段

が未記載である。

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

①文字の強調、②説明文の追記

（注）記載欄の明示は記入例である。
説明：1.代替対応(連絡)拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。

2.代替対応(連絡)拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにします。
3.代替対応(連絡)拠点が複数あれば、それぞれについて同様に作成しま
す。

4.代替対応（連絡）拠点までの距離、移動時間、移動手段をすべて記載
してください。

【ガイドラインP.31】

表内に記載されているのみ
であり、説明が記載されてい
ないため、見落とされている。

5
①文字の強調、②説明文の追記

表内に記載されているのみ
であり、説明が記載されてい
ないため、見落とされている。



３.ガイドラインの改訂（案）[No.16]
中部地方整備局

No.16：連絡すべき相手先リスト

ガイドライン改訂案
• 連絡する趣旨、自社の担当者が未記載である。
• 協定書の写しが添付されていない。

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

【ガイドラインP.37,P38 】

（注）記載欄の明示は記入例である。
説明：1.これら相手先に、皆様の会社の代替対応（連絡）拠点への連絡方法

を事前に通知しておきます。それにより先方から連絡が付く可能性
が高まります。

2.この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要があ
ります。

3.関係の公的機関にも、連絡する必要が生じる場合があります。
4.災害発生直後に連絡すべき相手先リストについては、社員等がその
協定内容や協定関係の詳細を確認できるよう、協定書の写しを添付
してください。また、災害発生直後に連絡すべき相手先リストに記
載する連絡相手方については協定書と整合を図ってください。

5.連絡の重要度は、直接的な協定先は「高」、間接的な協定先は
「中」に設定してください。

6.最寄りの中部地方整備局の事務所・出張所の連絡先については、直
接協定が結ばれていないなどの理由で連絡担当者が不明な場合には、
記載する必要がありません。

7.当社担当者及び代理者は、表3-18の関係行政機関への連絡の担当班
の班員と整合を図ってください。

8.連絡する趣旨、当社の連絡担当者についても記載してください。

①文字の強調

①文字の強調、②説明文の追記

協定先名 住所 電話番号 E-MAIL 協定先担当者
国土交通省
中部地方整備局

〒460-8514
名古屋市中区三の丸2
丁目5番1号（名古屋合
同庁舎第2号館内）

TEL：052-953-8119 cbr-
info@mlt.go.jp

担当：
代理：

役割：協定先との連
絡調整

三重県
松阪建設事務所

〒515-0011
松阪市高町138松阪庁
舎５階

TEL：0598-50-0577
FAX：0598-50-0624

mkenset@pref.m
ie.jp

担当：
代理：

役割：協定先との連
絡調整

国土交通省
中部地方整備局
紀勢国道事務所

〒515-0005
松阪市鎌田町144-6

TEL：0598-52-5360 cbr-
info@mlt.go.jp

担当：
代理：

役割：協定先との連
絡調整

国土交通省
中部地方整備局
三重河川国道事務所

〒514-8502
津市広明町297

TEL:059-229-2211
防災課 TEL:059-
229-2223
FAX:059-229-2263

担当：
代理：

役割：協定先との連
絡調整

連絡する趣旨、自社の担当者が
未記載である。

表に記載すべき内容の説明文において
重要な箇所が強調されていないためわか
りにくく、見落とされている。

①文字の強調、②説明文の追記 6

協定書の写しが添付されていない。

申請者の
主な不適合の
内容と記載例



表に記載すべき内容の説明文において
重要な箇所が強調されていないためわか
りにくく、見落とされている。

３.ガイドラインの改訂（案）[No.17]
中部地方整備局

No.17：施工中現場の一覧

ガイドライン改訂案
• 夜間・休日の担当者・代理者の現場までの距離と到達

時間が未記載である。

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

【ガイドラインP.38】

（注）記載欄の明示は記入例である。
説明：1.直接行政機関から請け負った工事について記載して下さい。

2.参集時間は徒歩２．０km/h（または自転車５．０km/h）で算出し、
夜間休日の目標時間以内に現場を確認できる人員としてください。

3.夜間・休日担当者、代理人は、対応拠点において重要な役割（本部
長、班長等）についていない人員としてください。

4.夜間・休日担当者及び代理人の現場までの距離・時間について記載
してください。なお、就業時間内と担当者及び代理人の現場までの
距離・時間が同様である場合も記載してください。

①文字の強調、②説明文の追記

夜間・休日の担当者・代理者の現場までの距
離と到達時間が未記載である。

表に記載すべき内容の説明文において
重要な箇所が強調されていないためわか
りにくい。

①文字の強調、②説明文の追記

施工中の工事現場については、就業時間内であれば人員の安否確認などを
行った後に、被害の程度や二次災害発生の危険などの点検にすぐ着手できま
すが、夜間・休日では、すぐに対応ができないことが多いでしょう。特に夜
間では、照明や信号さえ消えた真っ暗な中で現場確認に急いでかけつける計
画の実施を強いると二次災害につながる恐れもあります。また、現場代理人
などの現場を取り仕切るポストの方が遠くから通勤している場合もあるので、
現場近くに居住する従業員もしくは協力会社の方に現場の確認を行って頂く
計画を立てるのが有効であると考えられます。なお、様式に記入するのは、
直接行政機関から請け負った工事のみとしてください。 ①文字の強調

7

申請者の
主な不適合の
内容と記載例



３.ガイドラインの改訂（案）[No.21.22]
中部地方整備局

No.21.22：通常の調達先リスト、代替調達先リスト

ガイドライン改訂案
• 通常の調達先と代替調達先リストが分けられていない。
• 燃料の調達先が未記載である。

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

【ガイドラインP.42,43】

（注）記載欄の明示は記入例である。
説明：1.これらの相手先に対応拠点、代替対応(連絡)拠点への連絡方法を事

前に通知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高
まります。

2.この情報の常備場所及び常時携帯すべき社員を決めておく必要があ
ります。

3.燃料の調達先についても1社以上記載してください。
4.後述の代替調達先の確保に示すとおり、通常の調達先と代替調達先

リストに分けてそれぞれ作成してください。

①文字の強調、②説明文の追記

①文字の強調、②説明文の追記

③燃料の調達
東日本大震災の際には、燃料の確保が問題となりました。災害時に優先的に
燃料を提供していただくのは難しいことではありますが、復旧活動に燃料は
重要になりますので、調達先を確保する必要があります。

①文字の強調
通常の調達先と代替調達先リストが分けられていない。

燃料の調達先が未記載である。

通常の調達先と代替調達先リストに分け
て作成することがわかりにくい。

燃料の調達先について記載されているが、
強調されていないため、見落とされている。

④代替調達先の確保
人員、資材、建設機械等について、災害時に予定調達先から調達ができない
場合も想定して、他の取引先や協力会社から、代替調達が可能なように平時
から手段を用意しておくことが重要です。表3-31の災害発生直後に調達する
リストと同様の様式により、通常の調達先と代替調達先リストに分けてそれ
ぞれ作成します。

①文字の強調、②説明文の追記

表3-31 災害発生直後に調達するリスト（様式例）
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連絡
相手方名

連絡
重要度

連絡先
担当者

連絡先 連絡する趣旨
対応拠点／代替対応拠点の位
置、連絡先の事前通知

当 社 担
当 及 び
代理

Ａ社 高 氏名
代理氏
名

電話、FAX、
電子ﾒｰﾙ、
携帯電話、
携帯ﾒｰﾙ

人員の確保
受注業務
遂行協力

通知済み

Ｂリース社 高 機材のリース 通知済み

Ｃ商社 高 材 料 の 調 達
（土嚢袋、鋼
材、セメント
等）

通知済み

Ｄ社 高 装備（防塵マ
スク等）

通知済み

Ｅ社 高 燃料の調達

申請者の
主な不適合の
内容と記載例



３.ガイドラインの改訂（案）[No.28]
中部地方整備局

No.28：事業継続の課題・対応方法等の一覧

ガイドライン改訂案
• 事業継続計画に関する現状の課題が未記載である。

【申請者の記載例】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

【ガイドラインP.47】

①事業継続計画の課題と対応方法等
事業継続計画の実効性を高めるために定期的な訓練、改善・点検を実施する
必要があります。効果的な訓練や効率的な改善・点検を実施するためには予
め事業継続計画の課題、対応方法、実施予定を常に把握することが望まれま
す。
事業継続計画を策定・更新するに当たり、新たに発見した課題、訓練実施結
果を基に今後対応が必要な課題等について記載してください。

現状の課題が未記載である。

記載を求める内容が強調されておらず、
現状の課題への記載例が少ないため、何
を記載すべきかがわかりにくい。

①文字の強調、②説明文の追記、③記載例の追加

①文字の強調、②説明文の追記

表3-38 事業継続計画の課題・対応方法等（様式例）

③記載例の追加

9
（注）記載欄の明示は記入例である。

申請者の
主な不適合の
内容と記載例



［南海トラフ地震臨時情報とは］
南海トラフ沖地震の発生可能性が通常と比べて相対的に高まったと評価された場
合に発表されるものです。事前に発災リスクにかかる情報が分かった場合にどのよ
うな行動をとるのかあらかじめ検討しておくことも重要です。発表される臨時情報の
種類は、「調査中」「巨大地震警戒」「巨大地震注意」などがありますが、会社の立
地条件や耐震性等の条件に応じて事前避難、社内体制の構築、参集の要否などを
整理しておくことが考えられます。

３.ガイドラインの改訂（案）[補足情報の追加]
中部地方整備局

災害に対する
最新情報への

対応

No.2：自社の地域で懸念される災害

ガイドライン改訂案
• ガイドラインに南海トラフ地震臨時情報による事前に地震

発生リスクが発表された場合について記載がない。

【申請者の記載状況】

既存ガイドラインの記載（一部抜粋）

【ガイドラインP.10,11】

【災害想定に役立つ情報の例】
［南海トラフ地震臨時情報］：南海トラフ地震に関連する情報の種類と発表
条件
https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/nteq/info_criterion.html

想定している災害リス
ク情報が最新ではない。

①文字の強調、④補足情報の追加

災害リスクの想定に役立つ情報の提供
はしているが、南海トラフ臨時情報等の
ソフト対策での情報は記載していない。
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想定している災害リスク
想定リスクを定め
ている認定社数

地震

南海トラフ巨大地震 132
東海・東南海・南海地震 10
内陸地震 1
猿投高浜断層帯地震 1
駿河トラフ地震 1
相模トラフ地震 1
伊那谷断層地震 8
養老-桑名-四日市断層帯地震 12

跡津川断層地震 4

高山・大原断層帯地震 3
阿寺断層帯地震 8
関ケ原・養老断層地震 1
糸魚川-静岡構造線断層帯地震 3
木曽山脈西縁断層帯地震 2
駿河トラフ・南海トラフ沿いで発生するレベル2の地震 1
震度7 86
震度6強 101
震度6弱 66
震度5強 26
震度5弱 20
震度4 12
液状化 7
津波 32

発災後の対応につい
ては、具体の行動が定
められているが、事前
に地震発生の注意、警
戒情報に係る情報が
発表された場合の行
動は記載されていない
ものがほとんどである。

※各社の想定する災害リスクのうち、地震に関する事項
のみを抽出

（出典：「南海トラフ地震臨時情報」に関するリーフレット、気象庁）

①文字の強調、④補足情報の追加

南海トラフ地震臨時情報が発表されたら？

◯災害対策本部の立ち上げ等の社内体制を迅速に構築できますか？
◯地震発生前に避難、参集する準備はしてありますか？

①文字の強調、④補足情報の追加



【改善策】
〈電子申請による受付〉
・中部地方整備局HP内において申請書の電子受付を実施し、申

請手続きの負担軽減により簡素化・効率化を図る。

４.今後の取組み
中部地方整備局

①BCP認定制度の普及啓発

②各社のBCPの実効性向上

③申請手続きの簡素化・効率化
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【現状】
・中部地方整備局管内におい

てBCP認定制度の申請資格
を有する業者のうち、約２
００社が申請している。

・認定社の対応拠点の所在地
について、地域的な偏りが
ある。

【課題】
〈認定社数の増加〉
・南海トラフ巨大地震は甚大な被害のほか被

災範囲も広範囲に及びことから、多くの建
設会社の参加と迅速な対応が不可欠であり、
さらなるBCP認定社数の増加が必要である。

〈広範囲にわたる建設会社の確保〉
・緊急輸送道路の早期確保のためには広範囲

での作業が求められるため地域に偏りなく
建設会社の協力が必要である。

【改善策】
〈パンフレット配布による普及啓発〉
・認定社数の増加を図るため、パンフレット配布等によりBCP

認定制度の普及啓発活動を行う。

〈講習会等の実施〉
・建設会社におけるBCPの有効性に関する講習会や、訓練を実

施した会社による実施内容や改善策等について紹介する。

【記載内容】
・事業継続力計画認定制度の概要
・BCPを策定するメリット
・記載内容一覧
・提出先、連絡先等

【活用方法】
・建設業協会への説明
・工事等安全協議会時の配布

【現状】
・各社のBCPの実効性向上に

は、訓練の実施が不可欠で
あるため、訓練実施計画の
記載を求めている。

・次回更新時（3年後）まで
に各種訓練を実施し、実施
記録を作成することとして
いる。

【課題】
〈適切な訓練実施方法〉
・これまでに災害対応に関する訓練を実施し

たことのない認定社にとっては、どのよう
な訓練が実効性向上に繋がるのか、実施方
法等がわからない可能性がある。

・訓練マニュアルは公開しているが各社の規
模・立地条件等の特性により有効な訓練が
異なる場合がある。

【改善策】
〈各社の訓練実施事例の共有化〉
・各社で実施した訓練を認定社が相互に閲覧できるサイトを作

成する。訓練内容の共有を図ることにより、会社の規模や立
地条件等が近い会社の訓練内容を参考にして、自社の訓練計
画の立案に役立てる。

〈講習会等の実施〉
・建設会社におけるBCPの有効性に関する講習会や、訓練を実

施した会社による実施内容や改善策等について紹介する。

【現状】
・申請書の受付は、持参及び

に郵送より実施している。

・申請時に必要な書類として、
BCP本編一式（紙データ）
及び電子データとしている。

【課題】
〈申請者への負担大〉
・初回提出時に加えて、修正指摘後の再提出

においても、一式の書類等を提出すること
としており、負担が大きい。

・BCP認定申請を次回更新時期も継続して申
請し、制度を定着させていくために申請手
続きの負担軽減が必要である。

BCP認定制度初年度の運用から、以下に示す課題が考えられるため、BCPの実効性向上に向けて改善を図り、今後の更なるBCP認定制度
の推進・定着を図る必要がある。


